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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第78期 

第３四半期連結
累計期間

第79期
第３四半期連結
累計期間

第78期 
第３四半期連結
会計期間

第79期
第３四半期連結
会計期間

第78期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自  平成21年
　　４月１日
至  平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日 
至　平成20年
　　12月31日

自  平成21年
　　10月１日
至  平成21年
　　12月31日

自 平成20年
　４月１日 
至 平成21年
　３月31日

売上高 (百万円) 32,739 15,945 11,030 5,472 41,042

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) 6,676 △598 1,574 503 6,590

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(百万円) 3,999 △162 1,050 281 4,102

純資産額 (百万円) ― ― 37,689 37,360 37,771

総資産額 (百万円) ― ― 72,442 90,801 79,533

１株当たり純資産額 (円) ― ― 619.85 614.40 621.16

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期純
損失金額（△）

(円) 65.92 △2.68 17.32 4.63 67.61

潜在株式調整後１株
当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 51.9 41.1 47.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,907 2,222 ― ― 3,517

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △18,182 △18,329 ― ― △23,806

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 17,770 13,689 ― ― 24,771

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,830 2,399 4,816

従業員数 (名) ― ― 864 855 860

(注)  １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　ておりません。

　　  ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　  ３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

　　  ４　第79期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり

　　四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　  ５　第78期第３四半期連結累計期間、第78期第３四半期連結会計期間、第79期第３四半期連結会計期間及び

　　第78期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

　　載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間おいて、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 855

(注)　　　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 794

(注)  　　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更したため、前年同四半期比較につい

ては、前年同四半期実績値を変更後の区分に組替えて行っております。

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

金属チタン事業 2,615 30.5

機能化学品事業 1,711 97.7

合計 4,327 41.9

(注) １  金額は、売価基準で算出しております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

　

(2) 受注実績

受注生産は行っておりません。
　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

金属チタン事業 3,285 35.9

機能化学品事業 2,187 117.2

合計 5,472 49.6

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

新日本製鐵㈱ 69 0.6 1,380 25.2

三菱商事㈱ 844 7.6 725 13.3

三井物産メタルズ㈱ 5,384 48.8 721 13.2

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

資産の部は、売上高の減少に伴う売上債権の減少はありましたが、北九州市若松区におけるスポンジチ

タン工場の新設工事に伴う有形固定資産の増加を主因に、前連結会計年度末に比べ112億68百万円増の

908億１百万円となりました。

　負債の部は、設備投資資金に充当するための借入を行ったことによる長期借入金の増加を主因に、前連

結会計年度末に比べ116億79百万円増の534億41百万円となりました。

　少数株主持分を含めた純資産の部は、利益剰余金の減少等により前連結会計年度末に比べ４億11百万円

減の373億60百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末47.4％から41.1％となりました。

②資本の財源及び資金の流動性の分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前四半期純損失３億

19百万円、仕入債務の減少10億30百万円等による減少がありましたが、売上債権の減少額26億28百万円、

減価償却費31億64百万円等による増加があり、22億22百万円のプラスとなりました。

(2)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における事業環境については、前期後半から続いていた世界経済の後退も、

新興国経済の回復を背景に一部では回復も見られましたが、金属チタン関連業界の需要は大幅に減少し、

極めて厳しい状況で推移しました。

　このような中で、当第３四半期連結会計期間の売上高は、第２四半期連結会計期間に引続き、金属チタン

の減販等により54億72百万円（前年同四半期比50.4％減）となり、営業利益６億35百万円（前年同四半

期比66.0％減）、経常利益５億３百万円（前年同四半期比68.0％減）、四半期純利益は２億81百万円（前

年同四半期比73.3％減）となりました。

　

（注）　事業の種類別セグメントについては、「第５　経理の状況　１.四半期連結財務諸表　注記事項（セグ

メント情報）事業の種類別セグメント情報」　当第３四半期連結会計期間の（注）３に記載のとお

り、事業区分を変更しております。このため、前年同四半期比較については、前第３四半期連結会計期

間分を遡及修正した金額に基づき算出しております。
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金属チタン事業

金属チタンの需要は、新型航空機ボーイング７８７の再三に亘る納入遅延に加え、一般工業向けでは化

学プラント等の設備投資の中止や延期の動き等により、非常に厳しい調整局面にあります。

 このような状況の下で、販売量については、チタンインゴット、スポンジチタンともに前年同期に対し大

幅に減少し、販売価格についても低下いたしました。スポンジチタンの生産については、需要減に対応し、

昨年４月から生産能力に対し40％の減産、更に10月から55％の減産を行っております。

　これらの結果、当事業の売上高は、32億85百万円（前年同四半期比64.1％減）、営業利益は、４億26百万

円（前年同四半期比80.0％減）となりました。

　

機能化学品事業

触媒製品については、主要製品のプロピレン重合用高活性触媒「ＴＨＣ」の用途先であるポリプロピ

レンの需要は先進諸国向けの回復が遅れており、売上高は前年同期に対し減少いたしました。

　電子部品材料の主要製品は、高純度酸化チタン、超微粉ニッケルであります。主要用途である電子部品の

需要はアジア向け汎用品が回復し、電子部品材料の売上高は前年同期に対し増加しました。

　これらの結果、当事業の売上高は、21億87百万円（前年同四半期比17.2％増）、営業利益は、６億26百万

円（前年同四半期比108.7％増）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の

取得による支出はありましたが、長期借入による収入及び減価償却費等の増加により、第２四半期連結会

計期間末に比べ11億88百万円増の23億99百万円（前年同四半期末18億30百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利

益４億95百万円、減価償却費10億49百万円等による増加はありましたが、売上債権及び棚卸資産の増加等

により、２億28百万円のマイナス（前年同四半期７億８百万円のプラス）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得によ

る支出15億円等により、16億28百万円のマイナス（前年同四半期９億12百万円のマイナス）となりまし

た。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入30億

円等により、30億45百万円のプラス（前年同四半期18億70百万円のプラス）となりました。
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(4)　事業上及び財政上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億78百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①　重要な設備の新設等

　 　 　 　 　 　 　 平成21年12月31日現在

会社名
事業所名
 （所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手
年月

完了予定
年月

完成後の　
　　　　　　　　　
　　　　　増加
能力総額　　　　　

(百万円)

既支払額　
　　(百万
円）

提出会社
 若松工場　　　
(福岡県北九州
市若松区)

金属チタン
事業

スポンジチタ
ン製造設備

43,20040,856
自己資金及
び金融機関
からの借入

平成19年
　　　　　　　　
　　　　11月

平成22年
　　　　　　　　
　　　　４月

生産能力
　　　　　　　　
　　　　　　　　
75％増

(注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

② 重要な設備の除却等

　　当第３四半期連結会計期間において、経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備

　　の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,770,91060,770,910
東京証券取引所 
（市場第一部）

株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式 
単元株式数は100株である。

計 60,770,91060,770,910― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ─ 60,770,910 ─ 4,812 ─ 5,872

　

(5) 【大株主の状況】

　　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が把握できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ─ ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式　96,200

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 60,651,800 606,518 同上

単元未満株式 普通株式22,910 ― 同上

発行済株式総数 60,770,910― ―

総株主の議決権 ― 606,518 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が44株含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東邦チタニウム株式会社

神奈川県茅ヶ崎市
茅ヶ崎三丁目３番５号

96,200 ─ 96,200 0.2

計 ― 96,200 ─ 96,200 0.2

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 1,7991,6791,9201,6891,5981,5101,2671,1461,447

最低(円) 1,2151,4131,5471,3741,4801,1821,090 968 1,008

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,399 4,816

受取手形及び売掛金 ※4
 5,122 7,751

商品及び製品 6,128 4,854

仕掛品 3,885 4,843

原材料及び貯蔵品 3,058 2,645

繰延税金資産 202 509

その他 670 341

貸倒引当金 △33 △32

流動資産合計 21,433 25,728

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,385 6,559

機械装置及び運搬具（純額） 11,281 12,788

工具、器具及び備品（純額） 453 469

土地 2,679 2,679

リース資産（純額） 722 990

建設仮勘定 45,529 29,566

有形固定資産合計 ※1
 68,050

※1
 53,053

無形固定資産

ソフトウエア 305 335

その他 3 3

無形固定資産合計 308 338

投資その他の資産

投資有価証券 299 95

長期貸付金 10 4

繰延税金資産 507 52

その他 216 284

貸倒引当金 △24 △25

投資その他の資産合計 1,008 411

固定資産合計 69,367 53,804

資産合計 90,801 79,533
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,192 2,222

短期借入金 12,847 9,655

リース債務 364 416

未払法人税等 26 566

賞与引当金 234 697

役員賞与引当金 0 62

その他 1,144 1,437

流動負債合計 15,810 15,057

固定負債

長期借入金 36,978 25,845

リース債務 394 623

退職給付引当金 228 139

その他 31 96

固定負債合計 37,631 26,705

負債合計 53,441 41,762

純資産の部

株主資本

資本金 4,812 4,812

資本剰余金 5,872 5,872

利益剰余金 26,609 27,075

自己株式 △75 △74

株主資本合計 37,219 37,685

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 59 24

繰延ヘッジ損益 － △21

評価・換算差額等合計 59 2

少数株主持分 81 82

純資産合計 37,360 37,771

負債純資産合計 90,801 79,533
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 32,739 15,945

売上原価 21,288 12,706

売上総利益 11,450 3,238

販売費及び一般管理費

給料及び手当 739 848

賞与引当金繰入額 349 81

役員賞与引当金繰入額 58 2

退職給付費用 47 54

研究開発費 1,458 994

その他 1,717 1,416

販売費及び一般管理費合計 4,371 3,397

営業利益又は営業損失（△） 7,078 △159

営業外収益

物品売却益 42 11

雑収入 18 36

営業外収益合計 61 48

営業外費用

支払利息 235 431

為替差損 174 27

雑損失 54 27

営業外費用合計 464 486

経常利益又は経常損失（△） 6,676 △598

特別利益

貸倒引当金戻入額 7 －

投資有価証券売却益 8 －

国庫補助金 19 28

補助金収入 － 291

特別利益合計 34 320

特別損失

固定資産除却損 237 40

投資有価証券評価損 23 －

ゴルフ会員権売却損 － 1

ゴルフ会員権評価損 9 －

特別損失合計 270 41

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

6,439 △319

法人税、住民税及び事業税 1,961 20

法人税等調整額 461 △182

法人税等合計 2,423 △161

少数株主利益 16 4

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,999 △162
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 11,030 5,472

売上原価 7,753 3,747

売上総利益 3,277 1,725

販売費及び一般管理費

給料及び手当 229 334

賞与引当金繰入額 141 57

役員賞与引当金繰入額 15 0

退職給付費用 17 19

研究開発費 435 278

その他 568 399

販売費及び一般管理費合計 1,408 1,089

営業利益 1,868 635

営業外収益

物品売却益 6 3

為替差益 － 33

雑収入 4 15

営業外収益合計 11 51

営業外費用

支払利息 101 170

為替差損 185 －

雑損失 18 14

営業外費用合計 305 184

経常利益 1,574 503

特別利益

貸倒引当金戻入額 7 －

特別利益合計 7 －

特別損失

固定資産除却損 21 8

投資有価証券評価損 23 －

ゴルフ会員権評価損 0 －

特別損失合計 46 8

税金等調整前四半期純利益 1,534 495

法人税、住民税及び事業税 203 22

法人税等調整額 272 189

法人税等合計 476 211

少数株主利益 7 2

四半期純利益 1,050 281
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

6,439 △319

減価償却費 3,031 3,164

賞与引当金の増減額（△は減少） △396 △462

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28 88

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △90 △61

投資有価証券売却損益（△は益） △8 －

投資有価証券評価損益（△は益） 23 －

受取利息及び受取配当金 △9 △6

支払利息 235 431

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 1

ゴルフ会員権評価損 9 －

固定資産除却損 237 40

売上債権の増減額（△は増加） 1,167 2,628

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,261 △729

仕入債務の増減額（△は減少） △745 △1,030

未払金の増減額（△は減少） 46 △114

未払費用の増減額（△は減少） 78 △73

未払消費税等の増減額（△は減少） △146 106

その他 △667 △612

小計 6,968 3,051

利息及び配当金の受取額 8 5

利息の支払額 △189 △373

法人税等の支払額 △4,880 △460

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,907 2,222

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △18,170 △18,223

投資有価証券の売却による収入 12 －

投資有価証券の取得による支出 △20 △149

その他 △4 43

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,182 △18,329

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 16,550 350

短期借入金の返済による支出 △12,400 △50

長期借入れによる収入 15,500 14,500

長期借入金の返済による支出 △200 △475

自己株式の取得による支出 △2 △0

リース債務の返済による支出 △120 △325

配当金の支払額 △1,547 △303

少数株主への配当金の支払額 △9 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー 17,770 13,689

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,495 △2,416

現金及び現金同等物の期首残高 334 4,816

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,830

※
 2,399
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 　第２四半期連結会計期間に清算したトーホージャステム㈱を連結の

範囲から除外している。

　第１四半期連結会計期間から子会社となった東邦マテリアル㈱及び
Toho Titanium Europe Co.,Ltd.は、総資産、売上高、四半期純損益及び
利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が
ないため、連結の範囲から除外している。

２  持分法の適用に関する事項の変更 　持分法適用の範囲に変更はない。

　第１四半期連結会計期間から子会社となった東邦マテリアル㈱及び
Toho Titanium Europe Co.,Ltd.は、四半期純損益及び利益剰余金等に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法
適用の範囲から除外している。

３  会計処理基準に関する事項の変更 　完成工事高及び完成工事原価計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適
用していたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　
平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連
結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約
から、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工
事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事
については工事完成基準を適用している。
　この変更による影響額はない。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　　　該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

42,764百万円 39,702百万円

　２　当社においては、設備資金の効率的な調達を行
　　うため取引銀行１行と借入コミットメント契約を
　　締結している。
　　　当第３四半期連結会計期間末日における借入コ
　　ミットメントに係る借入未実行残高は、次のとお
　　りである。

　 借入コミットメントの総額 18,000百万円

　 借入実行残高 18,000百万円

　 差引額 ─百万円

　２　当社においては、設備資金の効率的な調達を行
　　うため取引銀行１行と借入コミットメント契約を
　　締結している。
　　　当連結会計年度末日における借入コミットメン
　　トに係る借入未実行残高は、次のとおりである。
 

　 借入コミットメントの総額 18,000百万円

　 借入実行残高 9,000百万円

　 差引額 9,000百万円
　

 
　３　売掛金の債権譲渡契約に基づく譲渡高

―百万円

 
※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に 
　　ついては、手形交換日をもって決済処理してい　　 
　　る。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融 
　　機関の休日であったため、次の四半期連結会計　 
　　期間末日満期手形が、四半期連結連結会計期間末 
　　残高に含まれている。

　受取手形                         44百万円
 
 

 
　３　売掛金の債権譲渡契約に基づく譲渡高

338百万円

 
　　　　　　　　───────

　５　債務保証
　　　　関連会社の借入金に対して、次のとおり債務　
　　　保証を行っている。

新日本ソーラーシリコン㈱　　　　 805百万円

　５　債務保証
　　　　関連会社の借入金に対して、次のとおり債務　
　　　保証を行っている。

新日本ソーラーシリコン㈱　　　　 85百万円

 

　

　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金勘定 1,830百万円

　 現金及び現金同等物 1,830百万円
　

　 現金及び預金勘定 2,399百万円

　 現金及び現金同等物 2,399百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 60,770,910

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 96,358

　

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。  

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年5月20日
取締役会

普通株式 303 5.0平成21年3月31日 平成21年6月9日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。  

　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。  
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
　金属チタン　
事業
(百万円)

機能化学品　　
事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,567 1,866 596 11,030 ― 11,030

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

195 4 10 210 (210) ―

計 8,763 1,870 607 11,241 (210) 11,030

営業利益 2,131 300 27 2,459 (590) 1,868

(注)  １　事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン、機能化学品及びその他にセグメ

　ンテーションしている。

 ２　事業区分の主要製品

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒等）

電子部品材料（高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等）

その他事業 環境分析、工事施工管理等

 ３　事業区分の変更

　　　事業区分については、従来、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン事業、触媒事業、電材事業及びその

他事業の４区分としていたが、第１四半期連結会計期間より、金属チタン事業、機能化学品事業及びその他事

業の３区分に変更している。

　当社は、平成20年４月１日付で、完全子会社の東邦キャタリスト㈱を吸収合併した。これに伴い事業本部制を

導入し、同社で行っていた触媒事業と電材事業を統合した機能化学品事業本部及びチタン事業本部を設置し

た。今回のセグメント区分の変更は、この組織変更に伴うものである。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
　金属チタン　事

業
(百万円)

機能化学品
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

3,285 2,187 5,472 ― 5,472

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

175 2 177 (177) ―

計 3,460 2,189 5,649 (177) 5,472

営業利益 426 626 1,052 (417) 635

(注)  １　事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン及び機能化学品にセグメンテーシ

　　ョンしている。

 ２　事業区分の主要製品

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒等）

電子部品材料（高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等）

 ３　事業区分の変更

　　　事業区分については、従来、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン事業、機能化学品事業及びその他

事業の３区分としていたが、第１四半期連結会計期間より、金属チタン事業、機能化学品事業の２区分に変更

している。

　当社の子会社である㈱テスコについては、平成21年３月をもって同社の主要事業である環境分析事業を譲渡

し、今後はチタン加工品の需要開拓のための会社として位置づけることとした。このため同社については、従

来「その他事業」に含めていたが、「金属チタン事業」に変更した。これに伴い、「その他事業」については

廃止した。　
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
金属チタン
事業
(百万円)

機能化学品　　
事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

24,764 6,514 1,459 32,739 ― 32,739

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

722 15 26 764 (764) ―

計 25,486 6,530 1,486 33,503 (764) 32,739

営業利益 7,463 1,476 43 8,984 (1,906) 7,078

(注)  １　事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン、機能化学品及びその他にセグメ

　ンテーションしている。

 ２　事業区分の主要製品

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒等）

電子部品材料（高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等）

その他事業 環境分析、工事施工管理等

 ３　会計方針の変更

　　　　　第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用し、評

　価基準については原価法から原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に

　変更している。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における営業利益

　は、「金属チタン事業」が161百万円、「機能化学品事業」が４百万円減少している。

 ４　（追加情報）有形固定資産の耐用年数の変更

　　　第１四半期連結会計期間から平成20年度の法人税法の改正を契機として耐用年数の見直しを実施した結果、機

械装置の一部について実態に即した耐用年数に変更している。この結果、従来の方法によった場合に比べて、

当第３四半期連結累計期間における営業利益は、「金属チタン事業」が118百万円、「機能化学品事業」が90

百万円減少している。

 ５　事業区分の変更

　　　事業区分については、従来、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン事業、触媒事業、電材事業及びその

他事業の４区分としていたが、第１四半期連結会計期間より、金属チタン事業、機能化学品事業及びその他事

業の３区分に変更している。

　当社は、平成20年４月１日付で、完全子会社の東邦キャタリスト㈱を吸収合併した。これに伴い事業本部制を

導入し、同社で行っていた触媒事業と電材事業を統合した機能化学品事業本部及びチタン事業本部を設置し

た。今回のセグメント区分の変更は、この組織変更に伴うものである。
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当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
金属チタン
事業
(百万円)

機能化学品
事業
(百万円)

計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

10,055 5,889 15,945 ― 15,945

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

482 6 488 (488) ―

計 10,538 5,895 16,433 (488) 15,945

営業利益又は営業損失(△) △270 1,483 1,212 (1,372) △159

(注)  １　事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン及び機能化学品にセグメンテーショ

　ンしている。

 ２　事業区分の主要製品

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品

機能化学品事業
触媒製品（プロピレン重合用触媒等）

電子部品材料（高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等）

 ３　事業区分の変更

　　　事業区分については、従来、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン事業、機能化学品事業及びその他

事業の３区分としていたが、第１四半期連結会計期間より、金属チタン事業、機能化学品事業の２区分に変更

している。

　当社の子会社である㈱テスコについては、平成21年３月をもって同社の主要事業である環境分析事業を譲渡

し、今後はチタン加工品の需要開拓のための会社として位置づけることとした。このため同社については、従

来「その他事業」に含めていたが、「金属チタン事業」に変更した。これに伴い、「その他事業」については

廃止した。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報を、当第３四半期連結累計期間において用いた事業区分

の方法による区分とすると次のとおりである。

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　
金属チタン
事業
(百万円)

機能化学品
事業
(百万円)

計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

26,224 6,514 32,739 ― 32,739

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

722 15 737 (737) ―

計 26,946 6,530 33,476 (737) 32,739

営業利益 7,522 1,476 8,999 (1,920) 7,078
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　　　海外子会社及び海外事業所がないため、記載を省略している。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　　　全セグメントの売上高の合計に占める国内の割合が90％を超えているため、記載を省略してい
　　る。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　　　海外子会社及び海外事業所がないため、記載を省略している。
　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　　　全セグメントの売上高の合計に占める国内の割合が90％を超えているため、記載を省略してい
　　る。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日　 至  平成20年12月31日)

　

　 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 875 531 611 2,018

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 11,030

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

7.9 4.8 5.5 18.3

(注)  １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 ２. 各区分に属する主な国又は地域

（１）米州　…米国、カナダ

（２）欧州　…イギリス、フランス、ドイツ

（３）アジア…韓国、台湾、中国

 ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 923 406 696 2,026

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 5,472

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

16.9 7.4 12.7 37.0

(注)  １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 ２. 各区分に属する主な国又は地域

（１）米州　…米国、カナダ

（２）欧州　…イギリス、フランス、ドイツ

（３）アジア…韓国、台湾、中国

 ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 3,287 1,909 2,067 7,265

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 32,739

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

10.0 5.8 6.3 22.2

(注)  １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 ２. 各区分に属する主な国又は地域

（１）米州　…米国、カナダ

（２）欧州　…イギリス、フランス、ドイツ

（３）アジア…韓国、台湾、中国

 ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 2,759 1,332 2,227 6,318

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 15,945

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

17.3 8.4 14.0 39.6

(注)  １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 ２. 各区分に属する主な国又は地域

（１）米州　…米国、カナダ

（２）欧州　…イギリス、フランス、ドイツ

（３）アジア…韓国、台湾、中国

 ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 614円40銭
　

　 　

　 621円16銭
　

　

２ １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 65円92銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純損失金額 △2円68銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注) １. 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた　

　　め記載していない。

     ２. 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

　　損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。

     ３. １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(百万円)

3,999 △162

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△）(百万円)

3,999 △162

普通株式の期中平均株式数(株) 60,676,181 60,674,689

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 17円32銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 4円63銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注) １. 前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた　

　　め記載していない。

     ２. 当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

　　しないため記載していない。

     ３. １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,050 281

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,050 281

普通株式の期中平均株式数(株) 60,675,667 60,674,620

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

東邦チタニウム株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　黒　　澤　　誠　　一　　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　渥　　美　　龍　　彦　　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　明　　典　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦

チタニウム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」(注)５．事業区分の変更に記載されているとおり、

会社は第１四半期連結会計期間より事業区分の方法を変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(※) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

東邦チタニウム株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    黒　　澤　　誠　　一

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渥　　美　　龍　　彦

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦

チタニウム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結子会社の平

成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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